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キタムラサキウニ，Strongylocentrotus nudus，は北
日本沿岸に生息し1)，宮城県沿岸では磯根資源として，非

常に重要な漁獲対象である。東日本大震災における津波

により宮城県沿岸の環境は大きく影響を受け，一部の調

査点では，震災直後にキタムラサキウニの密度が減少す

るなど津波の影響が確認されている2,3)。

田邉らは，宮城県沿岸における震災後のキタムラサキ

ウニの密度の推移について，多くの地点で震災前よりも

低下したこと，そして，その後一部の漁場では震災前の

密度を超えて増加したキタムラサキウニの摂食圧を原因

とする海藻群落の衰退が生じていることを報告している

4)。

震災後のキタムラサキウニの分布密度の増加は，震災

後に発生した個体の加入と津波により散逸した個体の蝟

集が要因として考えられているが2,3)，年齢などに基づく

発生状況の詳細は明らかになっていない。

本研究では，震災後の本県北部沿岸におけるキタムラ

サキウニの発生状況の推移を把握することを目的とし，

県内の北部海域3漁場において，3カ年間のキタムラサキ

ウニの分布調査等を行い，キタムラサキウニの年級群組

成，殻径組成，生殖巣の充実状況や密度等について検討

を行い，震災後の発生状況の変遷について考察した。

試料と方法
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図１ 調査漁場の位置図

漁場 Aは既報 4)の調査点 B，漁場 Bは既報 4)の調査点

C，漁場 Cは既報 4)の調査点 Eに相当する。
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宮城県北部沿岸の3漁場を調査漁場とした(図1)。
調査は， 2015年から2017年の3カ年間何れも7月最終

週から8月1週目の間に行った。調査方法は，既報4)と同

様にライントランセクト法とした。すなわち，岸側から

沖側にかけて起点及び終点をGPSにより決めた100mの
ラインを設置し潜水によりライン上の両側各1m，計
200m2に生息しているキタムラサキウニを計数し密度

(個体/m2)を求めた。併せてこのライン周辺の海藻群落の
状況について観察を行った。また，この100mラインにお
いて10mごとに無作為に10個体程度を採取し，殻径，生
殖巣重量等を計測するとともに生殖盤及び口器中間骨を

採取した。なお，2015年の調査結果の一部は既報4)によ

り報告している。

生殖盤及び口器中間骨の輪紋数からの年齢査定は既報

に従い行った5)。なお，本試験では，生殖盤については，

細目の砥石により表面を研磨後，口器中間骨については

有効塩素濃度3％程度の次亜塩素酸ナトリウムに数分間
浸漬し表面タンパク質等を除去後，それぞれ電熱線を用

いて輪紋が確認できる程度に加熱し，エタノールに透徹

することで輪紋を可視化し，実体顕微鏡下で暗帯数を計

数した。年級群比較については，キタムラサキウニの発

生年を暗帯数により算出し，起算日を9月1日とし，満年
齢により比較を行った。

また，計測した個体データについて，それぞれの漁場

ごとに比較したほか，各漁場で100mラインの岸より0～
30m，中間の30～60m，沖側の60～100mの3区間をそれ
ぞれ1つの調査点とし，1漁場につき3調査点，計9調査点
の60または80m2について分布密度，現存量と生殖巣指数

の関係を年ごとに解析した。なお，現存量は，区間の密

度にその区間のキタムラサキウニの平均重量を乗じて算

出した。なお，生殖巣の充実度による品質の評価につい

ては，生殖巣指数15％を目安とした。
何れの相関関係についてもピアソンの積率相関係数に

より解析を行った。また，各漁場における年度別の殻径

と年齢について線形回帰を行い，その傾きにより成長の

状況を考察した。

結 果

各漁場に設置したラインにおける水深の推移を図2に

示した。漁場Aは岸に最も近い起点付近で水深3m，最も
深い沖側の終点で10m，底質は岩盤であった。漁場Bは
同様に水深4～8mで底質は岩盤，漁場Cは水深3～6mで
底質は岸側から水深3m程度まで岩盤で，以深は転石であ
った。各ライン周辺における海藻群落の状況を表1に示し

た。漁場Aでは2015年及び2016年には水深3m程度まで海
藻群落が確認されたが，2017年には海藻群落が確認され
たのはライン近傍の根の頂上のみであった。漁場Bは
2015及び2016年は水深5m程度まで濃密なアラメの群落

図 2 各漁場で設置したラインにおける水深の推移

表 1 各漁場の環境観察結果

漁場
底質環境

(ライン設置水深)
調査年度

2015

2016

2017

2015

2016

2017

2015

2016

2017

C
岩盤及び転石
(3～6m)

水深3m程度まで海藻群落が衰退，以深では無節サンゴモ群落が
優占。
ライン上では海藻群落が見られない。周辺では海藻群落は波打ち
際まで衰退，無節サンゴモ群落が優占。
ライン上では+B6:H11海藻群落が見られない。周辺では海藻群落
は波打ち際まで衰退，無節サンゴモ群落が優占。

観察結果

A
岩盤

(3～10m)

水深3m程度まで海藻群落が衰退，以深では無節サンゴモ群落が
優占。
水深3m程度まで海藻群落が衰退，以深では無節サンゴモ群落が
優占。
周辺の根の頂上のみ海藻が残存，ライン上では海藻群落が見られ
ず，無節サンゴモ群落が優占。

B
岩盤

(4～8m)

水深5m程度まで濃密なアラメ群落，7～8m程度まで小型の海藻
群落，以深では無節サンゴモ群落が優占。
水深5m程度まで濃密なアラメ群落，7～8m程度まで小型の海藻
群落，以深では無節サンゴモ群落が優占。
アラメ群落は水深3m程度まで衰退，小型の海藻群落も衰退し，
以深は無節サンゴモ群落が優占。
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であり，また水深7～8m程度まで一部に小型の海藻群落
が確認されたが，2017年はいずれも衰退していた。漁場
Cでは2015年は水深3m程度まで海藻群落が確認された
が，2016及び2017年についてはライン上では海藻群落は
確認されず，何れも無節サンゴモが優占していた。

年ごと漁場ごとのキタムラサキウニの，分布密度を図3

に示した。漁場Aは3.5～4.4個体/m2と年による大きな変

動は確認されなかった。漁場Bでは，2016年に3.3個体/m2

であったが，2015及び2017年は1.6個体/m2前後であった。

調査期間を通じて最も高い密度であった漁場Cでは，
2015年は5.3個体/m2，翌年は7.6個体/m2，2017年は2015

年を下回る4.1個体/m2であった。

図 6 各漁場における 2015～2017 年のキタムラサキウ
ニ平均生殖巣指数(％±SD)

図 5 各漁場における 2015～2017年のキタムラサキ
ウニ殻径分布

破線は殻径 50mmを示す。

図 3 各漁場における 2015～2017 年のキタムラ
サキウニ平均分布密度(個体/m2)

図 4 各漁場における 2015～2017年のキタムラサキウニ
平均殻径(mm±SD）

3宮城県北部漁場の 2015 ～ 2017 年のキタムラサキウニ発生状況
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年ごと漁場ごとのキタムラサキウニの平均殻径を図4

に示した。年ごとの値については2015年以降漁場A及び
Bではやや大きくなり，漁場Cではやや小さくなる傾向に
あった。また，何れの年においても漁場Bが最も平均殻
径が大きく，次いで漁場A，漁場Cの順に小さい傾向にあ
った。年ごと漁場ごとの殻径組成を図5に示した。漁場A
では期間を通して概ね50～70mmにモードがあり，2015
年には90mmを超える階級が確認されなかったが，2016
年にはすべての階級で分布が確認された。しかし，2017
年には40mm以下の個体は採取されず，また90mmを超
える個体が確認された。漁場Bでは，2015年，2016年は
70～80mmに，2017年は60～70mmにモードが確認され
た。漁場Cでは2015年には50～60mmにモードがあった
が，2016年及び2017年には40～50mmにモードがあり，

他の2地点と比較すると期間を通して小型個体の割合が
多い傾向にあった。また，漁場A及びBでは半分以上の個
体が50mmを超えていたのに対して，漁場Cでは半分以上
が50mmを下回り，特に近年小型のウニの割合が高くな
る傾向にあった。なお，全てのサンプルにおいて最も大

きな個体は殻径104.7mm，最も小さな個体は19.0mmで
あった。年ごと漁場ごとの平均生殖巣指数を図6に示した。

生殖巣指数は期間を通して同一年度であれば漁場Bで最
も高い傾向にあり，次いで漁場A，漁場Cであった。何れ
の漁場も2015年に最も高く，漁場Aでは2016年及び2017
年は同程度，漁場Bでは2016年，2017年と低下したが，
概ね15％前後よりも高かった。一方， 漁場Cでは2015
年は約15％であったが，2016年，2017年と減少し，2017
年は5％前後と低い値であった。生殖巣指数の各調査点の

図 7 各漁場におけるキタムラサキウニ生殖巣指数の

分布

破線は 15％を示す。
図 8 各漁場における 2015～2017 年のキタムラ
サキウニ年級群頻度分布

破線は 2011年を示す。
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年度別の分布を図7に示した。漁場Aでは，2015年には多
くの個体で15％を超えていたのに対し，2016年以降は
15％を下回る個体も多く確認された。漁場Bでは何れの
年においても15％を超える個体の割合が多くを占めた。

しかし，2015年は20～25%にモードが確認されたが，
2016年以降はモードが1階級下がり，また15％以下の割
合も増加する傾向が見られた。漁場Cでは2015年は生殖
巣指数が15％を超える個体も半分程度見られ，30％を超
える個体もあった。しかし2016及び2017年と明らかに生
殖巣指数の分布は低い値が占めるようになり，2017年に
はほとんどの個体で15％を下回った。

年ごと漁場ごとの年級群組成について，図8に示した。

漁場Aでは2015年及び2016年は2012年級に，2017年は
2014年級にモードがあった。漁場Bでは，2015年では
2012年級に，2016及び2017年では2013年級にモードが
あった。漁場A及び漁場Bで2015年にモードがあった
2012年級は，2017年でも2番目に高い割合で確認された。
漁場Cでは2015年では2011年級に，2016年は2013年級に，
2017年は2014年級にモードがあった。2015年の調査で
主群となった2011年級は2016及び2017年では割合が低

図 9 各漁場におけるキタムラサキウニの年齢と殻

径の関係

A：漁場 A(2015：r=0.51，p<0.01，2016：r=0.67，
p<0.01，2017：r=0.40，p<0.01)
B：漁場 B(2015：r=0.76，p<0.01，2016：r=0.63，
p<0.01，2017：r=0.44，p<0.01)
C：漁場 C(2015：r=0.49，p<0.01，2016：r=0.32，
p<0.01，2017：r=0.07，p>0.05)

図 10 2015～2017年における全調査点のキタムラサ
キウニの密度(個体/m2)と生殖巣指数(％)の関係

5宮城県北部漁場の 2015 ～ 2017 年のキタムラサキウニ発生状況
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下した。震災前に発生した年級群の割合は，漁場A及びB
では2015年ではそれぞれ約40％及び約60％を占めてい
たが，直近にかけて低下し，2017年では何れも約20％で
あった。漁場Cでは2015年では震災前に発生した年級群
の割合は10％程度であったが，2016年では1％，2017年
の調査では約20％であった。年齢と殻径の関係を図9に示

した。漁場Cの2017年では有意な相関が確認されなかっ
たが(p>0.05)，その他の漁場及び調査年では何れも有意
な正の相関が確認された(p<0.01)。しかし，回帰式の傾
きは調査点及び年により異なっており，総じて2015年か
ら2017年にかけて傾きが小さくなる傾向にあった。

各調査年における全調査地点の個体数密度と生殖巣指

数の関係について図10に示した。2015年，2016年につい
ては何れも生殖巣指数と分布密度とは有意な負の相関が

確認された(p＜0.01)。一方，2017年については，何れも
有意な相関は確認されなかった(p>0.01)。各調査年にお
ける全調査地点の現存量と生殖巣指数の関係について図

11に示した。現存量と生殖巣指数では何れの調査年にお

いても有意な相関は確認されなかった(p>0.05)。

考 察

1 海藻群落の推移と殻径及び生殖巣指数

キタムラサキウニの分布密度は調査点により大きく異

なっており，同一年の調査であれば3地点の中では漁場C
は高密度，Bは比較的低く，漁場Aはその中間程度の傾向
を示した。田邉らは，東日本大震災から2015年までの調
査結果で，漁場A及びCで海藻群落の衰退を報告している
4)。また，漁場Cと同一の湾の別の地点で，近年の海藻群
落の衰退が報告されている6)。今回の調査については，

2016年及び2017年についても漁場Cでは海藻群落が大
きく衰退しており，また漁場Aでも海藻群落の衰退が見
られている。海藻群落の衰退が著しい漁場Cでは，この3
年間では回復の兆しは確認されず，群落は波打ち際まで

衰退していた。

平均殻径は漁場Bが最も大きく，次いで漁場A，漁場C
となった。キタムラサキウニの成長や生殖巣の量的発達

は，生息場所の食物条件によって左右され，生息環境と

してアラメ海中林と無節サンゴ藻群落で年間成長量に差

があることが知られている7)。今回確認された平均殻径の

漁場間の差異は，既報7)の海藻群落と成長の関係と良く一

致していたことから，漁場間の食物条件となる海藻群落

の状況を反映しているものと推察された。

本県のキタムラサキウニでは概ね8月に生殖巣指数が
最も高く7)，本調査における生殖巣指数は各漁場における

その年の最大値を概ね示しているものと考えられる。生

殖巣指数の平均値は2015年と比較し何れの漁場でも
2016及び2017年で低下傾向にあった。キタムラサキウニ
は生殖巣指数で15％程度あれば，商品価値が期待できる。
漁場Bでは調査期間を通じて生殖巣指数の平均値は15％
を上回った。漁場A及びCにおいても2015年は平均値で
15％を超えた。しかし，2016年及び2017年の，漁場A及
びCの平均生殖巣指数は15％を下回っており，利用が困
難であり，いわゆる身入りの悪いウニといわれるもので

図 11 2015～2017年における全調査点のキタムラ
サキウニの現存量(g/m2)と生殖巣指数(％)の関係
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ある。特に漁場Cでは2016年及び2017年に何れも平均生
殖巣指数が10％を下回り，商品価値はほとんど見込めな
いものと考えられる。生殖巣指数についても成長と同様

に，アラメ海中林中のものよりも無節サンゴ藻群落中の

ものが周年低い傾向にあるとのことから7)，これについて

も漁場間の食物条件の違いを反映しているものと推察さ

れる。 
2 年齢と殻径との関係 
本研究で得られた年齢と殻径の回帰式における傾きは，

何れの漁場においても2015，2016，2017年と年を追う
ごとに低下する傾向にあり，年間の成長量が低下傾向に

あると考えられる。特に著しい海藻群落の衰退が見られ

た漁場Cでは，2017年の結果では傾きは極めて小さく，
相関分析でも正の有意な相関が見られず，ほぼ成長が見

込めない状況であったと考えられる。また，漁場Cだけ
ではなく， 2017年には根の頂上のみにしか群落が残存
しない漁場Aや，浅所まで後退しつつある漁場Bでも，同
様に傾きが低下していたことから，これらの漁場でも餌

料条件が悪化する方向に向かっている可能性がある。 
3 年級群組成の推移 
田邉らは，震災後から2015年までの各調査点における

キタムラサキウニの密度の推移を報告している4)。漁場A
は，田邉らの報告では 2011年9-11月の調査で1.5個体/m2

程度であったが，翌2012年の9-11月の調査では3個体/m2

程度まで増加した。漁場Bについては，2011年9-11月の
調査では1個体/m2程度であったが，翌2012年9-11月以降
は1.5個体/m2前後まで増加し，以後は1.5個体/m2～3個体
/m2で推移した。漁場Cでは， 2012年12月-2013年1月の
調査以降は3個体/m2を大きく超える密度で推移していた。

本研究の2015年の年級群組成からみると，漁場A及びB
ではそれぞれ約40％及び約60％が震災前の年級群であ
ったのに対し，漁場Cではその割合が約10％と他の2漁場
よりも低かった。これらのことから，震災以降1年半程度
経過した後に何れの地点でもキタムラサキウニ密度の増

加が見られていた現象は， 漁場A及びBでは津波によっ
て散逸したキタムラサキウニが再び蝟集したことによる

増加であり，漁場Cでは2011年級群の加入を主体とする
密度増加であったと考えられる。これは，殻径組成など

からすでに推定されていたものではあるが2-4)，改めて年

齢組成を確認することによって示したものとして意義深

い。  
2016年以降，漁場A及びBでは震災前の年級群の割合
は低下傾向にあり，震災後の年級群が徐々に多数を占め

てきている状況にあり，世代交代が進みつつあるものと

考えられる。一方，漁場Cでは2016年までは震災後に発
生した年級群が大多数を占めていたにも関わらず，2017
年の調査では，逆に震災前の年級群の割合が多くなり，

年級群組成に大きな変化が見られた。漁場Cでは震災後
最大で10個体/m2を超えていた分布密度が4)， 2015～
2017年の調査期間中，最も高かった2016年で最多時のお
よそ半分，2017年は最多時の3分の1程度まで減少してお
り，漁場Cとしては個体密度が減少傾向にあると考えら
れる。2017年の調査で震災前の年級群の割合が増加し，
震災後の年級群の割合が低下したことは，少なくとも直

近の分布密度の減少の要因の一つは，震災後に加入した

若齢個体の減少によるものと推察される。漁場A及びBで
は2015年の結果で最も割合の高かった2012年級群は，そ
の後の調査でも比較的高い割合を維持し，大きな減少は

見られなかったが，漁場Cでは震災後に加入した2011年
級群の割合が2016及び2017年の調査では大きく低下し
ており，震災後の年級群に減少をもたらした要因につい

ては今後検討する必要がある。また，今後，海藻群落の

衰退が著しいことから餌料環境の悪化により加入が減少

する可能性も考えられる。 
4 分布密度と殻径及び生殖巣 
本研究では，2015及び2016年についてはキタムラサキ

ウニの生殖巣と指数密度とは高い負の相関関係にあった。

2017年には有意な相関が確認なかったものの，3個体/m2

よりも密度が低い調査点では生殖巣指数は概ね15％を超
えていた(図10)。このことから，概ね3個体/m2の密度を

下回った地点ではキタムラサキウニの商品価値が期待で

きるものと考えられる。 
それぞれの海域において海藻群落や流れ藻等により供

給される餌料の量や種類やさらには地形や流況等局所的

な環境条件には大きな違いがあることは容易に想像がつ

く。しかし，少なくとも本県の北部海域ではキタムラサ

キウニの生殖巣指数を向上し，利用価値を高めるために

密度管理を検討する場合，3個体/m2は一つの目安となる

だろう。 
キタムラサキウニの現存量が200g/m2を超えた場合，

7宮城県北部漁場の 2015 ～ 2017 年のキタムラサキウニ発生状況
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海藻群落に影響を及ぼすとの報告もあることから8)，現存

量と生殖巣指数の相関分析も行ったが，本研究では何れ

の年においてもこれらの間には有意な相関が確認されな

かった。以上より，少なくとも本研究で確認できた最も

小型の19.0mmを超えるキタムラサキウニでは，現存量
よりも個体密度を指標とした密度管理がキタムラサキウ

ニの品質向上には有効である可能性が推察される。 
5 今後の管理方法 
漁場Cで海藻群落の衰退が見られ始めた時期は，2013

年と報告されている4)。2015年は海藻群落の衰退が見ら
れ始めて2年目で平均生殖巣指数は15％前後であり，一
部のキタムラサキウニは商品価値が見込まれる15％を超
えるものもあった。しかし，この地点では2016年以降平
均生殖巣指数が低下し，2017年ではほとんどすべての個
体で商品価値が見込めないほど悪化した。 
本研究では，海藻群落の縮小が顕著となった2015年以

降年齢と殻径の回帰式の傾きが小さくなる傾向にあり，

特に海藻群落の衰退が著しかった漁場Cでは2017年では
年齢と殻径に有意な関係が見られなかったことから，そ

の場所に生息しているキタムラサキウニの大きさについ

てもその環境の影響に非常に大きな影響を受けているも

のと考えられる。また，本県の漁業調整規則では殻径

50mm以下のキタムラサキウニは漁獲が認められておら
ず，漁場Cではほとんどの個体でこの50mmを下回ってい
たことから，大きさとしても商品価値が見込めないと考

えられる。 
このことから，海藻群落の衰退が確認された場合，そ

れほど時間をおかずその海域のキタムラサキウニは商品

価値が著しく低下するものと考えられる。このため，海

域のモニタリングなどでキタムラサキウニの増加が確認

され，生殖巣指数の低下や成長不良が確認された場合に

は，できるだけ早く対策を講じる必要があるだろう。キ

タムラサキウニは本県沿岸では，重要な漁獲対象種とし

て漁獲されてきた。しかし，震災以降，本県北部海域で

は，漁獲されたキタムラサキウニを加工し販売していた

加工業者らの被災により，漁獲されたキタムラサキウニ

の利用が低下し，さらに開口回数や開口に参加する人数

が減少し漁獲圧が低下している4)。このような状況に加え，

品質低下による商品価値の低下はさらにキタムラサキウ

ニの漁獲圧を低下させ，キタムラサキウニ個体群密度が

低下しづらい状況となることが推察される。磯焼け状態

の海底で優占する無節サンゴ藻群落にはウニの着底を誘

引する機構があり，ウニの摂食圧により浅所へ拡大した

無節サンゴ藻群落の持続要因となることが指摘されてお

り7)，キタムラサキウニの漁獲努力量の低下は磯焼け状態

の維持を助長しているものと推察される。 
また，特に漁場Cのように大部分の個体が本県の漁業
調整規則で採捕が認められていない50mmを下回る場所
では通常の漁獲による個体密度管理は期待できない。従

って，キタムラサキウニの密度が非常に高い状態となっ

た漁場では，磯焼け対策ガイドライン9)に示されているよ

うに，潜水によりウニを物理的に潰し駆除する方法や，

回収を行い移植するなど，積極的な密度管理を検討する

必要があるだろう。 

 
要 約 

 
1) 2015～2017年に宮城県内北部3漁場においてキタム
ラサキウニの分布調査等を実施した。 

2) 何れの漁場も海藻群落は縮小傾向にあり，特に漁場C
では波打ち際のみ海藻群落の残存が見られた 

3) 年によるキタムラサキウニの分布密度に増減はある

が，同じ調査年では密度が高い漁場C，密度の低い漁
場B，中間程度の漁場Aとなり，海藻群落の状況と一
致していた。 

4) 生殖巣指数についても直近にかけて低くなる傾向に

あった。特に漁場Cは2017年にはほとんどの個体で
商品価値が見込めない状態であった。 

5) 密度の高い漁場では平均殻径は小さくなる傾向にあ

り，2015年よりも直近にかけて小型化する傾向にあ
った。特に漁場Cではほとんどの個体が漁獲可能なサ
イズを下回り，また成長も期待できない状況であっ

た。 
6) 2015年には漁場A及びBでは震災前の年級群が多く
確認され，一方漁場Cでは震災以後の年級群が多く確
認されたことから，既報4)を年級群組成から支持する

8 田邉，澁谷，庄子，押野，石川



9 
 

結果となった。その後何れの漁場でも世代交代が進

みつつあったが，漁場Cでは震災後に加入した年級群
の割合が低下する現象が見られた。 

7) 生殖巣指数は個体密度と負の相関を示し，概ね3個
/m2を下回る調査点では漁獲可能なサイズでかつ商

品価値が見込まれる生殖巣指数であった。 
8) キタムラサキウニの密度が非常に高い状態となった

漁場では，潜水によりウニを物理的に潰し駆除する

方法や，回収を行い移植するなど，積極的な密度管

理を検討する必要があるだろう。 
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